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京都府最大部員数 青年部員募集中！

お問い合わせは青年部事務局
 TEL.62-0342まで

青年部には様々な業種の若手経営者・
後継者が在籍しています。
ネットワークを築き事業発展に

つなげよう！青年部通信

Woman part of kyotango city of Society of Commerce and Industry

女性部員募集中女性部員募集中
私達と共に、女性部の活動に

参加しませんか？
商工会女性部事務局
 TEL：62-0342 

http://kyotango-implse.jp

100人の仲間ができた！
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機械金属業 工業（食品製造業）

建　設　業 商　　　業

観　光　業 サービス業

◎市内事業所（約100社程度）を、ヒアリングした景気動向結果を指標化し、「D.I」値としています。

地域経済動向調査『D.I.』報告
令和元年度 伴走型小規模事業者支援推進事業

経営発達支援計画

京丹後市商工会だより　vol.148

商工会女性部員募集中！
　商工会女性部で一緒に活動しましょう！地域のネットワークが広がります！
私たちの住むまちの魅力を高め、地域を活性化するため、また地域経済を支える
女性団体として、地域振興事業、研修会、講習会など幅広く活動しています。

●お問合せは、京丹後市商工会女性部事務局（TEL62-0342）まで●
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厚生労働省

雇用保険被保険者を雇用する
事業主・雇用保険被保険者のみなさまへ

ご不明な点があれば、最寄りの都道府県労働局にお問い合わせください。

◎本部事業
　日帰り研修（淡路島）／ボウリング大会／第18回夢よさこい/寄せ植え講習会
　着物・染色講習会／清掃活動など
◎支部事業
　地域イベント出店／梅干し作り講習会／フラダンス講習会／日帰り研修など
◎上部団体事業
　全国大会in島根／近畿交流大会（京都市開催）／京女連ウォークラリー京丹後市編

　2月24日（月・祝）に京丹後市商工会青
年部は組織強化事業として、今年の卒業部
員の方が中心となって企画した、丹後横断
ウルトラクイズを行いました。
内容は、丹後鉄道の車両を貸し切り、峰山
駅から東雲までクイズ形式で得点を競いな
がらの大人の遠足で、得点の低いチームは
途中下車して、ペナルティを受ける中々過
酷なゲーム内容でした。
　下車駅は天橋立駅、丹後由良駅、東雲駅
で、それぞれの駅で降りたチームは罰ゲー
ムをこなし、帰りの電車で合流しました。

天気も良く車両も貸し切りだったので
部員同士で楽しく、クイズで盛り上が
りました。
　その後にボウリング大会を行い、ク
イズの得点も反映されるので、点数の
低いチームはボウリングで取り返そう
と皆真剣でした。
　慰労会で結果発表があり、総合優勝
とボウリング優勝、ボウリング個人賞
などもあり、慰労会も盛大に行われま
した。

　【新型コロナウイルス感染症の影響に伴う「経済上の理由」とは】
　　以下のような経営環境の悪化については経済上の理由に当たり、それによって事
　業活動が縮小して休業等を行った場合は助成対象となります。
　（経済上の理由例）
●取引先が新型肺炎の影響を受けて事業活動を縮小した結果、受注量が減った
　ため事業活動が縮小してしまった場合。
●国や自治体等から市民活動の自粛要請の影響により外出等が自粛され客数が
　減ったために事業活動が縮小してしまった場合。
●風評被害により観光客の予約のキャンセルが相次ぎ、これに伴い客数が減っ
　たために事業活動が縮小してしまった場合。

【特例措置の内容】
　休業等の初日が、令和2年1月24日から令和2年7月23日までの場合に適用します。
❶休業等計画届の事後提出を可能とします。
通常、助成対象となる休業等を行うにあたり、事前に計画届の提出が必要ですが、
令和2年1月24日以降に初回の休業等がある計画届については、令和2年5月31日ま
でに提出すれば、休業等の前に提出されたものとします。

❷生産指標の確認対象期間を３ケ月から１ヶ月に短縮します。
最近１ヶ月の販売量・売上高等の事業活動を示す指標（生産指標）が、前年同期に
比べ１０％以上減少していれば、生産指標の要件を満たします。

❸最近３ケ月の雇用指標が対前年比で増加していても助成対象とします。
通常、雇用保険被保険者及び受け入れている派遣労働者の雇用量を示す雇用指標の
最近３ヶ月の平均値が、前年同期比で一定程度増加している場合は助成対象となり
ませんが、その要件を撤廃します。

❹事業所設置後１年未満の事業主についても助成対象とします。
令和2年1月24日時点で事業所設置１年未満の事業主については、生産指標を令和元
年12月の指標と比較し、事業所設置から初回の計画届前月までの実績で確認します。
（※12月分の生産指標が必要となります）
問合せ先：助成金センター　Tel075-241-3269

実

申告期限・納期限・振替日の延長について
新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から、
申告期限・納期限・振替納税の振替日について延長しました。

令和元年分確定申告令和元年分確定申告
納税は
振替で！

申告所得税及び
復興特別所得税

令和２年４月１日からは、高年齢労働者についても、他の雇用保険
被保険者と同様に雇用保険料の納付が必要となります。

※高年齢労働者とは、保険年度の初日（４月１日）において満６４歳以上である
　労働者であって、雇用保険の一般被保険者となっている方を指します。

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ
雇用調整助成金の特例対象を拡大します

新型コロナウイルス感染症による
小学校休業等対応助成金

　小学校等（※）の臨時休業により保護者が休職した場合等に、非正規雇用の方
を含め、労働基準法の年次有給休暇とは別に、有給の休暇を取得させた企業に対
する助成金制度

　　※小学校等とは、小学校・義務教育学校（小学校課程のみ）・特別支援学校（高
　　　校まで）・放課後児童クラブ・幼稚園・保育所・認定ことも園をいいます。

【特例の対象となる企業・特例措置の内容】
　ア又はイの子の世話を行なうことが必要となった労働者に対し、労働基準法に定める
年次有給休暇とは別途、有給（賃金全額支給）の休暇を取得させた企業
ア．新型コロナウイルス感染拡大防止策として、臨時休業した小学校等に通う子
イ．風邪症状など新型コロナウイルスに感染したおそれのある、小学校等に通う子
【助成内容】
　令和2年2月27日から3月31日において、有給休暇を取得した対象労働者に支払った
賃金相当額
　＊１日１人当たり8,330円を助成の上限とします。
　＊大企業・中小企業ともに同様です。

　問合せ先：学校等休業助成金・支援金等相談コールセンター　Tel0120-60-3999

ウルトラクイズを 施丹後横断

今年度の主な事業

織物技術指導助成金の申請につきまして、織物技術指導助成金の申請につきまして、
支払日が令和２年３月の申請書をお持ちの方は、速やかに提出ください。

織物技術指導について お知らせ

•峰山支部/５７名 •大宮支部/２１名 •網野支部/２９名
•丹後支部/２６名 •弥栄支部/１５名 •久美浜支部/２０名

現在の部員数
１６８名

みんな楽しく活動しています！みんな楽しく活動しています！

・納付期限（納期限）令和2年４月16日㈭
・振替納税　　　　　令和2年５月15日㈮
・納付期限（納期限）令和2年４月16日㈭
・振替納税　　　　　令和2年５月19日㈫

消費税及び地方消費税
（個人事業者）


